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平 成 ３ １ 年 ３ 月 ４ 日 

近 畿 総 合 通 信 局 

外国人への多言語災害情報伝達システムの実証運用開始について 

近畿総合通信局（局長：大橋 秀行（おおはし ひでゆき））は、外国人旅行 
者や外国人住民に災害情報等を伝えるシステムの実証運用を、本日開始しま 
す。災害発生時にも災害情報を外国語で外国人に分かるように伝えられるコ 
ミュニケーション基盤を形成し、今夏の豪雨シーズンに間に合うように社会 
実装してまいります。 

１ 概要 

 

近畿総合通信局では「もてなしと共生のための情報対策協議会（以下、協議会と

いう。）」を本年１月 31 日に立ち上げ、多言語での災害情報伝達に取り組んでい

ます。その活動の一環として、本日、実証に利用するスマートフォンアプリのダウ

ンロードを開始いたします。 

本日３月４日は、甚大な被害をもたらした昨年の台風 21 号近畿上陸からちょう

ど半年に当たります。今夏の豪雨シーズンまでに、様々なステークホルダーととも

に技術的な、あるいは運用上の課題解決を図ってまいります。 

２ 実証の方法 

 

多言語での災害情報伝達は、クラウドプラットフォームを構築、運用することで

実現し、この機能を組み込むための API（アプリケーションプログラミングインタフェースの

略。）をアプリ運営事業者に提供します。本日ダウンロードを開始するアプリは、

ス カ パ ー JSAT 株 式 会 社 が 海 外 の ニ ュー ス 動 画 を 無 料 配信 し て い る ア プ リ

「Portable News」のアンドロイド版に API を組み込んだもので、アプリ利用者に

フィールドでの実証に協力をいただきながら実証を進めます。その実証の進捗を

みながら、iOS 版の投入や API 提供先の拡大を図るなどして、災害発生時のコミュ

ニケ-ション基盤の充実に取り組んでまいります。 

 

別紙：クラウドプラットフォームにより実現される機能のイメージ 
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３ 今後の予定 

 

大使館・領事館、外国人コミュニティ、公共交通機関、観光地・施設、宿泊施設、

学校、地方自治体等は、このアプリ利用者に対して多言語でメッセージをプッシュ

通知できることから、協議会では様々な実証を計画しています。日本滞在中のすべ

ての外国人旅行者と外国人住民が大規模災害発生時に情報から孤立することがな

いよう、例えば、大使館・領事館には自国民にプッシュ通知する機能を将来にわた

り無償で利用開放しようとしています。外国人が必要とする情報が伝わるための

発信側の様々な仕組み作りも進めます。 

アプリは平時から利用されているものでないと、いざというとき役に立たない

ので、もてなしへの活用や、共生社会を形成するツールへの活用にも取り組みます。 

 

（参考）今後のスケジュール 

 

３月４日    「Portable News」（実証アンドロイド版）のダウンロード開始 

３月４日     関西領事館フォーラムでの説明 

３～６月    協議会のチームによる実証期間 

４月第三週（4/15-21）  大使館・領事館の一斉配信実験 

４～６月中   iOS 版投入（未定） 

６月 28・29 日 G20 大阪サミット開催 

７月１日    本稼働開始 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

情報通信部 

情報通信連携推進課長 村上 

情報通信振興課長   伊東 

電       話：０６－６９４２－８６２３ 

ファクシミリ：０６－６９２０－０６０９ 

電  子メール：motenasystem@ml.soumu.go.jp 
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